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ＩＣＴ施工の普及拡大に向けた取組



直轄土木工事におけるICT施工の実施状況

○ 直轄土木工事のICT施工の公告件数、実施件数とも増加しており、2020年度は公告件数の約８割で実施。
○ 都道府県・政令市におけるICT土工の公告件数は倍増しており、実施件数も増加している。

単位：件

※「実施件数」は、契約済工事におけるICTの取組予定（協議中）を含む件数を集計。
※複数工種を含む工事が存在するため、合計欄には重複を除いた工事件数を記載。
※営繕工事を除く。

＜ICT施工の実施状況＞
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＜都道府県・政令市の実施状況＞

工種

2016年度
［平成28年度］

2017年度
［平成29年度］

2018年度
［平成30年度］

2019年度
［令和元年度］

2020年度
［令和2年度］

公告件数
公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

土 工 ８４ ８７０ ２９１ ２，４２８ ５２３ ３，９７０ １，１３６ ７，８１１ １，６２４

実施率 ３３％ ２２％ ２９％ ２１％

単位：件



ICT活用工事の実施状況
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令和元年度 ICT対象工事

発注者指定型 施工者希望Ⅰ・Ⅱ型 合計

ICT土工

公告工事件数 ４５１ １，９６９ ２，４２０

うちICT実施工事件数 ４４９ １，５４５ １，９９４

実施率 ９９％ ７８％ ８２％

ICT舗装工

公告工事件数 ２７ ５１６ ５４３

うちICT実施工事件数 ２７ ３１５ ３４２

実施率 １００％ ６１％ ６３％

ICT浚渫工

公告工事件数 ３０ ３４ ６４

うちICT実施工事件数 ３０ ３３ ６３

実施率 １００％ ９７％ ９８％

ICT浚渫工（河川）

公告工事件数 １４ １４ ２８

うちICT実施工事件数 １４ １４ ２８

実施率 １００％ １００％ １００％

ICT地盤改良工

公告工事件数 １ １５０ １５１

うちICT実施工事件数 １ １２２ １２３

実施率 １００％ ８１％ ８１％



ICT活用工事の実施状況
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※ 活用効果は施工者へのアンケート調査結果の平均値として算出。
※ 従来の労務は施工者の想定値
※ 各作業が平行で行われる場合があるため、工事期間の削減率とは異なる。

○ ＩＣＴ施工の対象となる起工測量から電子納品までの延べ作業時間について、土工及び浚渫工（河川
）では約３割、舗装工では約４割、浚渫工（港湾）では約１割の縮減効果がみられた。

平均施工数量：32,262㎥

約３割 縮減
平均施工数量：33,171㎥

約４割 縮減
平均施工数量：17,478㎥

約３割 縮減 約１割縮減



ICT活用工事の実施状況

4

○ H30~R1年度のICT施工の延べ作業時間を比較すると、H30,R1,R2ともに約3割の縮減
効果が得られている。

○ 起工測量、出来形計測においては、従来施工と比べ約5割の縮減効果が得られている。

(単位：人・日)



直轄工事におけるICT活用工事の受注実績分析

○地域を地盤とするC、D等級の企業※において、ICT施工を経験した企業は、受注企業全体の
約半分

○ＩＣＴ施工を新たに経験した企業は５８者にとどまっており、引き続き中小企業への拡大が必要

※直轄工事においては、企業の経営規模等や、工事受注や総合評価の参加実績を勘案し、企業の格付け（等級）を規定
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＜ICT施工の経験企業の割合＞

■一般土木工事の等級別ICT施工経験割合
（2016年度～2019年度の直轄工事受注実績に対する割合）

■一般土木工事の等級別ICT施工経験割合
（2016年度～2020年度の直轄工事受注実績に対する割合）



中小企業等におけるICT活用拡大に向けた取組
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○ＩＣＴ活用工事の中小企業への拡大に向け、ＩＣＴ建設機械を用いない簡易型ICT活用工
事を令和2年度より導入し、令和2年度は110件で実施

○Ｒ3年度も継続し、中小建設業へのICT活用拡大を図る

○起工測量から電子納品の各段階で３次元データの部分的な活用を認める簡易型ICT活用工事を導入。

3次元設計
データ作成

ICT建設機械に
よる施工

ICT活用必須実施項目 選択項目

※面管理、断面管理のいずれも選択可
※ただし経費に計上するのは面管理を行った場合のみ
※活用部分を基準に則り納品

3次元起工
測量

【簡易型ICT活用工事（３次元データの部分的活用】

3次元デー
タの納品

3次元出来形管
理等の施工管理

○起工測量から電子納品の一部の段階で3次元データ
活用を選択することが可能
※ただし、3次元設計データ作成、3次元出来形管理等の
施工管理及び3次元データの納品での活用は必須

○工事成績で加点・各段階で経費を変更計上

【ICT活用工事】

○起工測量から電子納品までの全ての段階で
3次元データ活用を必須

○工事成績で加点・経費を変更計上

【簡易型ICT活用工事】

※１

※１：ICT土工（施工者希望Ⅱ型）で公告した工事のうち、
受注者が簡易型ICTとして実施を希望した件数



簡易型の導入状況
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○施工規模（土工量）が１０，０００ｍ３以上では９割以上の工事でＩＣＴ施工を実施
○施工規模が小さくなるとICT施工の実施率は減少するが、簡易型の活用により、施工規

模の小さい土工量5,000m3未満の工事でも約７割の工事でICT施工を導入している。

直轄工事における土工量別簡易型ICT施工 実施状況 (N=110)

実
施
率
（％
）

土工量 (m3)



ICT施工の普及拡大に向けた課題と対応策

◯ ICT施工の経験企業を増やし普及拡大を図るため、一部地整で導入が進んでいる、未経験企業への
アドバイスを行うアドバイザー制度を、令和3年度全国へ展開。

◯ アドバイス内容の分析を行い、研修教材や事例集作成などに活用し更なる普及拡大を図る。

中部地方整備局 ＩＣＴアドバイザー制度関東地方整備局 ＩＣＴアドバイザー制度

四国地方整備局 ＩＣＴ専任講師制度

ICT施工（3D測量・3D設計データ作
成・ICT建設機械）に関する助言や
技術的指導
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九州地方整備局 産学官連携会議



ICT普及に関する取組について

開催日時 ： 令和３年６月２９日（火） １０：００～１６：５０
開催方式 ： ＷＥＢ配信（関東技術事務所）
受講対象 ： 自治体・施工業者等
応募人数 ： ４２０名
講 師 ： ＩＣＴアドバイザー （登録状況：26社29名）

○ 関東地方整備局では、ＩＴＣ土工の３次元データを取り扱える人材を育成するため、起工測量・出来
形計測データから処理・帳票作成までを、経験豊富なICTアドバイザーを招いてＷｅｂセミナーを開催

○ 受講生は、全国各地から420名が参加

講習時間 講習内容 講師(ICTアドバイザー)

10:00～10:50 道路土工における３次元計測を内製化として行い効率化 日本道路㈱

11:00～11:50 河川土工における３次元計測からデータの作成及び内製化の取組状況 金杉建設㈱

13:00～14:50 ＴＬＳによる測量成果から測量成果簿作成までのデータ処理方法
ＴＬＳによる出来形計測値から出来形帳票作成までのデータ処理方法

福井コンピュータ㈱

15:00～16:50 ＴＬＳによる測量成果から測量成果簿作成までのデータ処理方法
ＴＬＳによる出来形計測値から出来形帳票作成までのデータ処理方法

㈱建設システム

講習内容

発注者, 
23.1%

施工会社, 
43.6%

コンサル, 
19.3%

測量, 5.5%

販売・リース, 
3.8%

その他, 4.8%

発注者

施工会社

コンサル

測量

販売・リース

その他

空中写真測量(無人航空機)

TLS本体 ターゲット

データ解析 出来形管理図表
業種別応募状況 9



『関東DX・i-Construction人材育成センター』（＠関東技術事務所）の概要

○ インフラ分野のDX推進に向けた人材育成を目的として、発注者（地方公共団体含む）と受注者に対する
BIM/CIM活用やICT施工普及促進、 データ・デジタル技術の知識習熟等に関する講習・研修を実施

○ 建設技術展示館や関東DXルームとも連携し、上記に関連する情報発信を実施

■建設技術展示館 ＜民間企業や一般・学生向け＞

＜主な実施メニュー＞
民間企業や一般・学生向けのBIM/CIM体
験やインフラDX体験
BIM/CIM(VR、MR、UAV等含)の先進的
な設備を利用し、工事安全確保や高所作
業体験等、民間技術者の研修等に活用
BIM/CIM・ICTの活用事例などをタブレット
を用いて情報提供 等 多目的ホール

現場実証フィールド

研修棟

建設技術
展示館

関東技術事務所

〇
〇
〇
〇
〇

多目的ホール

大型モニター

情

報

発
信

コ
ー
ナ
ー

■研修棟・現場実証フィールド

・多くの研修参加を実現するためのWEB受講プログラムの実施
・研修内容は一定期間繰り返し視聴可能とする（アーカイブ化）

＜主な実施メニュー＞
BIM/CIM活用促進に向けた研修・人材育成
ICT測量・施工の体験実習
VR・ARを活用した、完成後の建設物の再現やバック
ホウ、高所などの施工体験
ローカル5G通信を活用した現場実証フィールドでの
ICT建機を用いた無人化施工実習
ホログラム表示(MR)を用いた出来形管理実習
DXに資するデータやデジタル技術に関する基礎知
識、情報セキュリティ等の習熟 等

＜国や地方公共団体の行政職員、民間技術者向け＞

WEB受講、e-ラーニング等の活用 ～いつでも、どこでも受けられる研修を実現～

■現場実証フィールド
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※施工業者向けと発注者向けの重複箇所あり

講習フィールド＜九州技術事務所＞：講習状況

▲無人化施工（遠隔操作：モニター方式）

▲ＩＣＴ施工（マシンコントロール）

H28年度 H29年度 H30年度 令和元年度 令和２年度

施工業者向け 281 356 348 441 108
発注者向け 363 373 472 505 169
合計※ 644 729 820 946 277

■i-Constructionに関する研修

○R２年度はコロナ禍であり、研修回数は減少しているものの、無人化施工体験や小型
ICT建機を使った操作講習など新たな取組を実施

中小企業等におけるICT活用拡大に向けた取組
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土工量

(m3)

2万

1.5万

1万

0.5万

0 0.6億1億 2億 3億 予定価格（円）

発注方式（土工）(改定(案)）

発注者指定型

施
工
者
希
望
型
Ⅰ

型

施工者希望型Ⅱ型又は簡易型

発注者指定型拡大
対象

Cランク業者への
拡大

土工量

(m3)

2万

1.5万

1万

0.5万

0 1億 2億 3億 予定価格（円）

発注方式（土工）(現行）

発注者指定型

施工者希望型Ⅰ型

施工者希望型Ⅱ型又は簡易型

・総合評価の加点対象外
・工事成績で２点加点
ただし、現場の環境条件より
ICT建機の未使用、降雪等によ
り３次元出来形計測が未実施
の場合は１点

・ICT経費は当初設計で計上

・総合評価で加点
・工事成績で２点加点
ただし、現場の環境条件より
ICT建機が未使用、降雪等によ
り３次元出来形計測が未実施
の場合は１点

・ICT経費は変更設計で計上

・総合評価の加点対象外
・工事成績で２点加点
ただし、簡易型又は現場の環境
条件よりICT建機の未使用や
降雪等により３次元出来形計測
が未実施の場合は１点

・ICT経費は変更設計で計上

＜現在の発注方式＞ ＜見直し後の発注方式＞

○ ICT活用工事の標準化を見据え、発注者指定型、施工者希望型Ⅰ型の対象工事を拡大
○ 発注者指定型については、６千万円以上かつ10,000m3以上の土工事を対象
○ 施工者希望型Ⅰ型については、5,000m３以上の土工事を対象
○ 今後、アスファルト舗装工など他工種への拡大を検討

発注者指定型、施工者希望型Ⅰ型の拡大

発注方式（土工）（現行）
発注方式（土工）（改定）
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地方公共団体へのＩＣＴ施工普及に向けた取組

・人材・組織
アドバイザー相談窓口の設立

・ICT施工技術支援者
「県技術センター等の職員」を想定

支援

〇ＩＣＴ施工技術支援者育成取組 （Ｒ２～ ）
・中小建設業におけるICT施工の普及促進にむけて、ICT施工の指導・助言が行える人材・組織を全国各地に育成

＜中小建設業における課題＞
・ＩＣＴ施工に踏み出せない企業が多い
・ＩＣＴ施工に対応できる技術者不足
・ＩＣＴ施工の技術者指導体制がまだまだ不足

＜ICT施工の専門知識を習得＞

・ＩＣＴを活用した施工計画の立案や運用の課題について、
座学や実現場を用いた教育・訓練

★国交省がＩＣＴ専門家を県へ派遣し、「人材・組織の育成」の実施をサポート

○ 各地方整備局において、中小建設業へのICT施工普及に向け独自にアドバイザー制度を創設

○ 現在、６地整で運用中であり、残り３地整においても制度の創設を検討中

○ 一方、アドバイザーの認定基準は定まっておらず、各地整独自に認定している状況

○ このような状況を考慮し、一定の技術及び実績をもった技術者をアドバイザーとして認定する仕
組みを構築し、各地方整備局におけるICT施工普及を支援する

○ なお講習内容、運営体制について、R3・4年度で制度設計を行う

（本運用時の運営主体は、外部の指定機関を想定）

STEP１
中小建設業者のICT施工を支援する人材・組織の育成を実施

・中小建設業に技術支援（アドバイス）を行える仕組みが必要

STEP２
中小建設業の現場所長や監理技術者にICT施工の支援を実施

STEP３
ICT施工のアドバイザー認定資制度の導入

・人材教育教材の作成
（e-ラーニング等）
・e-ラーニング環境の整備
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中小建設業にICTを普及させるための新たな取り組み

○ 直轄ではICT施工の実施率が８割に達した一方、地方自治体におけるICT施工の実施率
は３割に満たない状況。

○ 地方自治体発注工事を主体する中小企業にICTを普及させるために、施工規模や内容に
応じたICT機器の使い分けを明確にし、コストと生産性の両立を実施

◯ 中小企業においてはコストや人材などの面で必要な初
期投資が難しく経験企業が５割となっている。

◯ ICT施工ではMC機能を持った機械で施工を行い、面管

理を行うため、機械経費や間接費が従来施工と比べコ
ストが割高となっている

〈現状〉
currently

〈最適化〉
optimization

〈効果〉
effect

・ICT建機を現場状況に応じて賢く使い分け

コストと生産性の両立を目指したICT機器の使い分け

マシンコントロール 施工量(大) ﾏｼﾝｺﾝﾄﾛｰﾙ
施工量(小) ﾏｼﾝｶﾞｲﾀﾞﾝｽ

・普及拡大
・コスト縮減

床堀などの出来
形計測の必要
がない作業は
小型建機＋MG
で行い低コスト
化

中型建機0.8m3級～ 小型建機0.1m3級～

・出来形管理の最適化

・ICTを賢く使い中小建設業の普及促進

専用機械 汎用機械（スマホなど） 小型構造物で
は汎用機械を
用い出来形計
測を低コスト化

・汎用機械使用

14
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ICT建機の使い分けが有効なユースケース
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○ 都市部や市街地で行う修繕工事等ではドローンによる測量が困難である。ＴＬＳ等を用いたレーザ測量を行
う場合でも障害物があり、複数回測量を実施しなければならないなど効率的な出来形管理（面管理）が困難な
状況が発生している。

○ また、小規模な現場ではマシンコントロールによる施工を行っても機械の稼働率が低く、コスト面で割高とな
るケースがあり、小型施工機械のﾏｼﾝｶﾞｲﾀﾞﾝｽ技術などが開発されている。

○ 今後、当該技術のような新技術の現場実証、基準類の整備を促進し、生産性向上を加速

工事規模・内容によりＩＣＴ機器を使い分け

面的な出来形管理 断面管理

●施工規模の大きい現場(新設工事） ●狭小箇所の現場（都市部・修繕工事など）

• 機能の絞込み
• 小型建機の使用
• 衛星測位できない箇所は

測量器による測位

測位方法
（衛星測位）

測位方法
(測量器）

施工機械
（中型ﾏｼﾝｺﾝﾄﾛｰﾙ機）

ﾊｰﾌｵｰﾄﾒｰｼｮﾝ

施工機械
（小型ﾏｼﾝｶﾞｲﾀﾞﾝｽ機）

ナビゲーション

期待する効果

・小型建設機械の使用 【初期費用の抑制】
・機能の絞り込み（MG） 【初期費用の抑制】
・測量機による測位 【利用環境の拡大】

【最適化の目標】
・コスト 従来施工と同等
・生産性 従来施工より向上



新技術や汎用品を活用し生産性向上を加速
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○ 携帯電話のＬｉDAR（Light Detection and Ranging）※機能を使った測量技術や、グリンレー
ザによる水中測量など、さまざまな新技術が開発されてきている。

○ 新技術や汎用製品の利活用方法、導入内容を検討し、「だれでも」「どんなときでも」ICT
を活用できるような環境整備を行い、現場の最適化を実施していく ※光を用いた測距技術

【現場での活用が期待される新技術・汎用製品(例)】

現場小運搬ロボットｸﾞﾘｰﾝﾚｰｻﾞによる水中ﾃﾞｰﾀ点群化携帯電話のLiDAR機能を利用した測量

人に追従する運搬ロボット

鉄筋運搬ロボット
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国土交通省では、ＩＣＴ等を用いた効率的な建設を目指す「i-Construction」を平成２８年度から推進し
ており、ICT 施工については、直轄工事で対象になり得る工事のうち約８割で実施。
その効果については、延べ作業時間が約３割縮減するなどの効果が現れている。
一方、地方自治体におけるICT施工の実施率は約３割にとどまっている。また中小建設業におけるICT施工の
経験企業の割合も５割程度となっており、中小建設業への普及拡大が課題となっている。
主に中小建設業が受注する小規模の建設現場では、従来のICT建機での施工ではコスト的に不利となる場
合があり、小型建設機械を活用したICT施工のニーズが高まっている。
また、汎用製品を使った計測技術など様々な新技術が開発・実用化されてきているが、中小企業では人材不
足も手伝い、新しい技術を活用する環境が整っていない状況。

ICT普及促進WGについて

【本WG設置の背景・目的】

○ 小規模の現場に対応したICT技術の活用方法等について定量的にとりまとめ、現場実証を行うことで、中小建
設業の普及に向けた最適化を実施

○ 新技術やスマートフォンなどの汎用製品について建設現場への導入を検討し、「だれでも」「どんなときでも」ICT
技術を活用できるような環境整備を推進

ICT普及促進ワーキンググループ（仮称）
委員名簿 （案）

建山 和由 立命館大学理工学部環境都市工学科 教授
大臣官房技術調査課 建設生産性向上推進官
公共事業企画調整課 施工安全企画室長
国土技術政策総合研究所社会資本システム研究室長
農林水産省農村振興局整備部設計課施工企画調整室長
関東地方整備局
茨城県、埼玉県、兵庫県、山口県
ICT導入協議会会員団体



（ICT施工を巡る各種取り組み）



令和３年度のBIM/CIM実施方針、件数の推移

＜令和３年度実施方針＞
令和５年度までの小規模を除く全ての公共工事におけるBIM/CIM原則適用に向け、段階的に適用拡
大。令和３年度は大規模構造物の詳細設計で原則適用。
大規模構造物の詳細設計以外の事業の初期段階や大規模構造物以外においても積極的な導入を推
進。

11 19 10 16 34 54
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21 28 60
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BIM/CIM活用業務・工事の推移（令和3年3月31日時点）

累計事業数(令和２年度末時点） 業務：934件 工事：572件 合計：1506件

工事
業務

76
384011

132121

212

361

515
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原則適用拡大の進め方（案）（一般土木、鋼橋上部）

令和5年度のBIM/CIM原則適用に向けた進め方

R2 R3 R4 R5

大規模構造物
（全ての詳細設計・
工事で活用）

全ての詳細設計
で原則適用（※）

全ての詳細設
計・工事で原則
適用

全ての詳細設
計・工事で原則
適用（R2「全ての詳細設計」

に係る工事で活用）

上記以外

（小規模を除
く）

―
一部の詳細設計
で適用（※）

全ての詳細設計
で原則適用（※）

全ての詳細設
計・工事で原則
適用― R3「一部の詳細設計」

に係る工事で適用

（※）令和２年度に制定した「３次元モデル成果物納品要領（案）」を適用する詳細設計を「適用」としている。
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〇令和５年度までの小規模を除く全ての公共工事におけるBIM/CIM原則適用に
向け、段階的に適用拡大。令和３年度は大規模構造物の詳細設計で原則適用。

〇「発注者責任を果たすための今後の建設生産・管理システムのあり方に関する
懇談会」の議論に合わせて、各検討項目を再整理。

〇リクワイヤメントは「実施内容」に合わせて「実施目的」を示す運用に修正。



３次元データ活用やITリテラシー向上に向けた人材育成

【発注者向け実務演習】 【受注者向け実務演習】【総論】

○BIM/CIM活用の目的
〇BIM/CIM活用のプロセス
○BIM/CIMモデルの考え方

等

○ソフトウェアを用いた実務演習
（基準要領に基づくモデル確認）
○監督・検査の留意事項
○VR、AR等を用いた実務演習
（監督検査、安全教育等）

等

○ソフトウェアを用いた実務演習
（基準要領に基づくモデル作成）
○モデル作成の留意事項
（構造物、地形による違い等）
○ソフトウェアについての知識

等

BIM/CIM研修プログラム（案）
webinarによる研修イメージ

（遠隔参加可能）
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○ 3次元情報の利活用（モデル作成、照査等）ができる人材を速やかに育成するため、全国の地方整備局等の

研修で共通的に使用できる研修プログラム、テキストを作成し、研修人数・回数の規模の増加に対応できる

webinarによる研修等を実施。

○ 今年度４つの地方整備局に整備する人材育成センターの研修については、モデル事務所の事業とも連携し、

AR,VR等の活用など体感型の研修を実施するとともに、民間の業界団体が実施する講習会等との連携につ

いても検討。

○ 併せて、国交省職員のITリテラシーを底上げするための人材育成プログラムを今後実施。
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・施工管理に関わるソフトで作成した工事帳票を、PDFファイルで吐出しし、ASPにアップロードしており、システム間
の連携がとれていない
・計測したオリジナルのデジタルデータが保管されず、維持管理等において活用できない

○建設現場の監督・検査に用いるデータを一括して取り扱うプラットフォームを構築し、ペーパーレス化・オンライ
ン化を行い、納品、施工後の維持管理までのデータ管理の効率化を推進

○令和３年度は、関係者と開発の方針を調整し、システムの基本計画の立案、システムの基本設計を行う

○令和４年度以降は、システムの試作と試行を行い、実装を目指す

ICTプラットフォーム ：情報共有システム（ASP）や民間のクラウドサービス等を連携し、デジタルデータの受渡しができる協
調領域。「官民共有ストレージ」「民間データへのリンク機能」「認証基盤」等の機能を有する。

●現状と課題

ICT施工の更なる効果向上のための取り組み展望



将来 APIの標準仕様を策定し、メーカーの垣根を超えたデータ連携を可能し、各種データへ
のアクセス性を確保

起工測量 設計データ作成 施工 監督・検査

平面線形
（平面図）

縦断線形
（縦断図）

横断形状
（横断図）

現状 各段階で異なるメーカーのシステムが使用される場合、円滑なデータ交換が困難

UAV等で計測した工事前
の地形データを3次元化

2次元CADﾃﾞｰﾀと起工測量ﾃﾞｰ
ﾀから3次元設計ﾃﾞｰﾀを作成

3次元設計ﾃﾞｰﾀからICT建設
機械に搭載するﾃﾞｰﾀを作成

ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰ等で出来形を計測
し検査用の帳票を自動作成

クラウドサーバ
クラウド上で各工程の専用ソフトをAPIで連携しシームレスなデータ管理を実施

ﾃﾞｰﾀ受け渡し ﾃﾞｰﾀ受け渡し ﾃﾞｰﾀ受け渡し

測量業者・施工者の測量担当 設計コンサル・施工者の設計データ担当 各工事毎の施工者(中小企業） 完成後のデータは点検業者が活用

測量業者・
施工者の
測量担当

設計コンサル・
施工者

中小建設業A 点検業者

維持管理

発注者

中小建設業B
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APIを活用した施工現場のデータ連携円滑化



○ICT施工の中小企業等への普及拡大に向け、従来の建設機械に後付けで装着する機器
を含め、必要な機能等を有する建設機械を認定し、その活用を支援

○令和3年度には、認定スキームの構築や、制度運用体制の整理を行い、4年度以降の運
用開始を目指す

◯ 地域を地盤とするC,D等級の企業において、ICT施工を経験した企

業は、受注企業全体の約半分にとどまっており、こうした企業への
普及拡大が必要

◯ 業団体からは、ICT建設機械の費用が高い、ICT機器を工事着手か

ら工事終了まで全期間に渡って確保する必要があるため費用が
合わない（一度手放すと機械の確保ができない）といった、意見が
寄せられている

◯ ICT建設機械のシェアは低く、普及には認定制度などを活用した支
援が必要

■主なＩＣＴ建設機械

ICT振動ローラ ICTﾓｰﾀｸﾞﾚｰﾀﾞ

ICT建機認定イメージ

■ICT建機指定イメージ

ﾊﾞｯｸﾎｳ（BH)における、ICT
建機の割合は全体の２％

ICT後付け機器認定イメージ

ICTブルドーザICTバックホウ
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ICT建設機械の導入支援に向けた認定制度創設


